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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,029 5,136 5,359 5,388 合計 5,358,644 円
賃金 5,333,924 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 19,720 円
負担金、補助及び

一般財源 5,029 5,136 5,359 5,388 交付金 5,000 円

職員人件費　② 469 5,583 4,784 4,489

総事業費（①＋②） 5,498 10,719 10,143 9,877

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 子どもが健

３

やかに育つ環境づくり

０

目
　
　
　
的

　家庭にお

年

ける適正な児童養育及

度

び家庭児童

主
た
る
内
容

評

　家庭児童相談室を設

価

置し、児童福祉専門職

）

福祉の向上を図る。 員

刈

として家庭児童相談員

谷

を配置することによ
り

市

、家庭児童の福祉に関

事

する業務のうち、専
門

務

的知識・技術を必要と

事

する相談事項につい
て

業

、深度のある指導助言

評

を行う。

位
置
づ
け

関連

価

計画 刈谷市子ども・子

シ

育て支援事業計画

根拠

ー

法令 市町村児童家庭相

ト

談援助指針

対象者 市民

（

事業期間 昭和５７年度

様

～

実施方法 ■直営　□

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

代

績

２８年度実績 ２９年

育

度実績 ３０年度実績 ３

成

１年度計画

・児童相談

部

の実施 ・児童相談の実

一

施 ・児童相談の実施 ・

般

児童相談の実施
・主任

会

児童委員・家庭児童相

計

・主任児童委員・家庭

家

児童相 ・主任児童委員

庭

・家庭児童相 ・主任児

児

童委員・家庭児童相
　

童

談員連絡会の開催 　談

相

員連絡会の開催 　談員

談

連絡会の開催 　談員連

事

絡会の開催

児童虐待対

業

応において関係機関と

担

連携を図り適切に対処

当

することができた。

成

課

果

年々、増え続ける児

子

童虐待に対し早期に対

育

応していくため、より

て

一層の関係機関との連

推

携強化が必要である。

進

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

２８年度

款

２９年度 ３０年度 ３１

項

年度 ３年度

活動 相談対

目

応件数（件） 157 1

担

82 191 180 18

当

0
指標

指標
　　　　　

係

　　　　　　　
他市と

児

の
比較検証

童福祉係



2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　家庭児童

平

の福祉に関する相談や

成

援助を行い、指導業務

３

の
・法的業務

高い
充実

１

強化を図り、児童の生

年

活安定に努めるため必

度

要性は非
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 常に

平

高い。
・市民生活上必

成

要である　など

　児童

３

相談センター等関係機

０

関と連携を図り効率的

年

に事業
・コストの節減

度

、費用対効果
普通

を実

評

施している。
効率性 ・

価

執行体制の効率性
・手

）

段の最適性　など

　公

刈

的な児童福祉の機関と

谷

して児童相談センター

市

があるが
・市が主体と

事

なって実施する
高い

、

務

広域をカバーしている

事

ため、きめ細やかな対

業

応に限界が
妥当性 　べ

評

き事業であるか あるこ

価

とから、家庭児童相談

シ

員の役割は重要である

ー

。
・総合計画との整合

ト

性　など

　児童虐待の

（

早期発見、早期解決に

様

迅速に取り組み、児童

式

施策への ・施策への貢

２

献度
高い

相談センター

）

等の関係機関との連携

会

を密に取るなど児童虐

計

・目標達成度 待防止に

名

努めている。
貢献度 ・

担

市民サービスへの効果

当

　など

今後の方向性 □

部

拡充　■現状維持　□

次

改善・効率化　□縮小

世

　□終期設定　□休止

代

・廃止

　児童虐待等の

育

相談件数は、年々増加

成

しており、今後も増え

部

続けることが想定され

一

る。相談内容について

般

は児童虐待
以外の相談

会

を受けることも多く、

計

幼稚園や小中学校等か

家

らの相談も多い。
　ま

庭

た、その内容は複雑化

児

しており、相談員には

童

より幅広い知識が求め

相

られる。

談事業

Ｃ

担

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

当

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

課

∨

子育て推進課

款 項 目 担当係 児童福祉係

3



童

生までの受入れ実施（

育

10 　ブで6年生まで

成

の受入れ実施　ブで6

係

年生までの受入れ実施

3

　月開始） 　（10月

2

開始） 　（10月開始

2

予定）
※開設時間を拡大

　放課後児童クラブの活動を通じて児童の健全育成を図るとともに、保護者の子育てと仕事の両立を支援することができ

成果
た。

　また、13校の放課後児童クラブで6年生までの受入れを実施し、学年拡大による利用希望の増加に対応できた。

　平成27年4月の児童福祉法の改正により、対象児童がおおむね10歳未満の小学生から全ての小学生に拡大されたことに

伴い、6年生までの受入が必須となった。今後は、6年生までの受入体制を整えるとともに、学年拡大に伴い、支援員の確
課題

保が必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 放課後児童クラブ定員数（人） 1,240 1,240 1,240 1,360 1,440
指標

 
指標

対象学年　4年生まで　刈谷市（一部6年生まで）・豊田市・みよし市（一部6年生まで）・東浦町
他市との 　　　　　6年生まで　碧南市・高浜市・安城市・岡崎市・西尾市・知立市
比較検証 　　　　　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 134,099 147,056 157,855 190

Ｄ

,004 合計 157,

　

855,482 円
賃

　

金 141,795,8

　

08 円

財
　
源

特定財

Ｏ

源 109,898 11

　

7,731 129,4

　

37 147,957 報

∧

償費 200,000 

　

円
旅費 36,000 

　

円

一般財源 24,20

実

1 29,325 28,

　

418 42,047 需

　

用費 6,828,16

施

8 円
役務費 1,52

　

2,466 円

職員人

　

件費　② 24,618

∨

25,202 28,162 24,381 委託料 3,532,869 円
使用料及び賃借料

総事業費（①＋②） 158,717 172,258 186,017 214,385 3,824,983 円
備品購入費 101,088 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称 負担金、補助及び
交付金 7,500 円

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（ 公課費 6,600 円
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
補助金（県）

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 次

平

世代育成・子育て支援

成

施策体系
施策の内容 子

３

どもの居場所づくり

目

０

　
　
　
的

　保護者が労

年

働等により昼間家庭に

度

いない小

主
た
る
内
容

○

評

開設児童クラブ
学生の

価

児童に対し、放課後に

）

安心して過ごす 　　市

刈

内15小学校
ことがで

谷

きる居場所を確保し、

市

その健全な育 ○対象児

事

童
成を図る。 　　小学

務

生
○開設日
　　日曜日

事

、祝日及び年末年始を

業

除く毎日
○利用時間
　

評

　平日：下校時から1

価

9時まで
　　土曜日及

シ

び学校長期休業期間：

ー

7時30分か
　　ら1

ト

9時まで
○利用料金
　

（

　5,000円/月

位

様

置
づ
け

関連計画 刈谷市

式

子ども・子育て支援事

１

業計画

根拠法令 児童福

）

祉法、刈谷市放課後児

会

童健全育成事業の設備

計

及び運営に関する基準

名

を定める条例

対象者 児

担

童 事業期間 昭和５５年

当

度 ～

実施方法 ■直営　

部

□委託　□指定管理　

次

□補助・助成　□その

世

他

代育成部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

放

　
績

２８年度実績 ２９

課

年度実績 ３０年度実績

後

３１年度計画

15小学

児

校で実施 15小学校で

童

実施 15小学校で実施

ク

15小学校で実施
（2

ラ

9児童クラブ） （31

ブ

児童クラブ） （31児

運

童クラブ） （34児童

営

クラブ）
定　員：1,

事

240人 定　員：1,

業

240人 定　員：1,

担

240人 定　員：1,

当

360人
登録者：1,

課

218人(4月1日現

子

在)登録者：1,23

育

6人(4月1日現在)

て

登録者：1,264人

推

(4月1日現在)登録

進

者：1,359人(4

課

月1日現在)
※15校

款

の放課後児童クラブで

項

4※5校の放課後児童

目

クラブで6 ※新たに8

担

校の放課後児童クラ※

当

新たに2校の放課後児

係

童クラ
　年生受入れ実

児

施（10月開始)　年



育成係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

放課後児童健全育成事

成

業（児童クラブ運営）

３

は、女性の
・法的業務

１

高い
社会参加や少子化

年

が進行する中、仕事と

度

子育ての両立支援
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 や児童の健全育成

成

対策として重要な役割

３

を担っており、年
・市

０

民生活上必要である　

年

など 々利用者が増加し

度

ている。

　放課後児童

評

クラブの支援員、主に

価

教員または保育士の資

）

・コストの節減、費用

刈

対効果
高い

格を持つ臨

谷

時職員を中心に、小学

市

校の授業終了時間や利

事

用
効率性 ・執行体制の

務

効率性 人数に応じた勤

事

務体制をとり、効率的

業

な運営に努めている｡

評

・手段の最適性　など

価

　

　児童福祉法に規定

シ

される事業であり、市

ー

町村の実情に応
・市が

ト

主体となって実施する

（

普通
じた事業実施、及

様

び利用の促進が求めら

式

れている。
妥当性 　べ

２

き事業であるか 　また

）

、総合計画にも子ども

会

の居場所づくりとして

計

事業推
・総合計画との

名

整合性　など 進が位置

担

づけられている。

　就

当

労等により保護者が昼

部

間家庭にいない児童が

次

、授業終

施策への ・施

世

策への貢献度
高い

了後

代

に安心して安全に過ご

育

すことのできる居場所

成

として運
・目標達成度

部

営しており、就労支援

一

・子育て支援に貢献し

般

ている。
貢献度 ・市民

会

サービスへの効果　な

計

ど

今後の方向性 ■拡充

放

　□現状維持　□改善

課

・効率化　□縮小　□

後

終期設定　□休止・廃

児

止

　市内全ての放課後

童

児童クラブにおいて、

ク

6年生までの拡大につ

ラ

いて現状の状況を分析

ブ

しつつ、受け入れ体制

運

を整えて
いく。
　また

営

、学年拡大に伴う、支

事

援員の雇用確保や勤務

業

体制の見直しを行い安

担

定的な運営体制を整え

当

る。

課 子育

Ｃ
 
　

て

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

推

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

進課

款 項 目 担当係 児童



係

調室内機の洗浄により

児

、クラブ環境が充実し

童

た。

成果
　3児童クラ

育

ブで物置設置により、

成

環境整備ができた。

　

係

13小学校の放課後児

3

童クラブで、6年生ま

2

での受入れを実施した

2

ことで利用希望の増加に対応できた。

　将来の需要予測に即した放課後児童クラブの建築・改修計画の策定が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 放課後児童クラブ累計整備数 31 31 34 34 36
指標 （クラブ）

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,183 48 4,403 2,060 合計 4,403,411 円
需用費 447,263 円

財
　
源

特定財源 1,412 0 0 1,083 委託料 658,800 円
工事請負費 1,944,000 円

一般財源 11,771 48 4,403 977 備品購入費 1,353,348 円

職員人件費　② 2,931 2,520 1,736 4,025

総事業費（①＋②） 16,114 2,568 6,139 6,085

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

平

策 次世代育成・子育て

成

支援
施策体系

施策の内

３

容 子どもの居場所づく

０

り

目
　
　
　
的

　受入児

年

童の学年拡大を図るた

度

め、各放課後

主
た
る
内

評

容

○学年拡大に伴う各

価

放課後児童クラブの整

）

備
児童クラブを整備す

刈

ることにより、定員の

谷

拡 　及び修繕
充と活動

市

内容の充実を図る。 ○

事

各放課後児童クラブに

務

必要な施設及び設備
　

事

また、必要な施設及び

業

設備の修繕を行い、 　

評

の修繕
放課後児童クラ

価

ブの円滑な運営に努め

シ

る。

位
置
づ
け

関連計画

ー

刈谷市子ども・子育て

ト

支援事業計画

根拠法令

（

児童福祉法、刈谷市放

様

課後児童健全育成事業

式

の設備及び運営に関す

１

る基準を定める条例

対

）

象者 児童 事業期間 平成

会

２９年度 ～ 平成３１年

計

度

実施方法 ■直営　□

名

委託　□指定管理　□

担

補助・助成　□その他

当部 次世代育成部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

般

績

２８年度実績 ２９年

会

度実績 ３０年度実績 ３

計

１年度計画

・放課後児

放

童クラブフェンス ・ケ

課

ーブルテレビ工事 ・空

後

調室内機の洗浄 ・フェ

児

ンス扉設置工事　
　設

童

置 　　小垣江東児童ク

ク

ラブ 　　7クラブ 　　

ラ

富士松南児童クラブ
　

ブ

　東刈谷児童クラブ ・

施

受入児童の学年拡大 ・

設

物置設置 ・空調室内機

整

の洗浄
・放課後児童ク

備

ラブ物置基礎 　　5か

事

所の放課後児童クラブ

業

　　3クラブ 　　かり

担

がね児童クラブ
　整備

当

　　で、6年生までの

課

受入れ試・第3クラブ

子

の整備 ・第3クラブの

育

備品等購入
　　12ク

て

ラブ 　　行実施（10

推

月開始） 　　亀城児童

進

クラブ
・放課後児童ク

課

ラブ第3クラブ 　　朝

款

日児童クラブ
　の開設

項

　　小垣江児童クラブ

目

　　東刈谷児童クラブ

担

　　かりがね児童クラ

当

ブ
　7児童クラブで空



児童育成係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　放課後児童クラブ

成

は、保護者が就労等に

３

より昼間家庭に
・法的

１

業務
高い

いない児童の

年

家庭に代わる遊び及び

度

生活の場として児童の

（

必要性 ・市民ニーズ、

平

社会需要 健全育成に重

成

要な役割を担っている

３

。利用する児童は年々

０

・市民生活上必要であ

年

る　など 増えており、

度

児童の安全性及び増加

評

する利用児童に応じ施

価

設を整備し定員の拡充

）

を図る必要がある。
　

刈

学校敷地内への放課後

谷

児童クラブの整備にあ

市

たっては、
・コストの

事

節減、費用対効果
高い

務

余裕教室の活用、小学

事

校大規模改修事業に合

業

わせた整備を
効率性 ・

評

執行体制の効率性 検討

価

し、校舎内に整備でき

シ

ない場合に単独施設を

ー

建設して
・手段の最適

ト

性　など いる。

　児童

（

福祉法に規定される事

様

業であり、市町村の実

式

情に応
・市が主体とな

２

って実施する
高い

じた

）

事業実施及び利用の促

会

進が求められている。

計

妥当性 　べき事業であ

名

るか 　また、総合計画

担

に小学校敷地内への設

当

置及び定員の拡充
・総

部

合計画との整合性　な

次

ど が位置づけられてい

世

る。

　就労等により保

代

護者が昼間家庭にいな

育

い児童が、放課後

施策

成

への ・施策への貢献度

部

高い
等に安心・安全に

一

過ごすことのできる居

般

場所として整備し
・目

会

標達成度 ており、就労

計

支援、子育て支援策と

放

して貢献している。
貢

課

献度 ・市民サービスへ

後

の効果　など

今後の方

児

向性 ■拡充　□現状維

童

持　□改善・効率化　

ク

□縮小　□終期設定　

ラ

□休止・廃止

　今後は

ブ

、定員を超える利用が

施

ある児童クラブ及び高

設

学年までの拡大につい

整

て定員の拡充や施設整

備

備を検討していく
。

事業
担当

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

課

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

子

　
評
　
価
　
∨

育て推進課

款 項 目 担当係



祉

降　4万円 　　　　　

係

6年目以降　4万円

　

3

子育て支援団体の活動

2

に対し補助金を交付す

2

ることで団体の活動に寄与し、地域の子育て家庭を見守る環境づくりに繋

成果
がった。

　また子育て支援団体ネットワーク会議を開催することで、各団体の情報交換・交流はもとより、補助金制度を周知する

などネットワークを構築することができた。

　団体の活動に対し補助金を交付するだけでなく、団体の活動見学やネットワーク会議を継続して実施することにより、

団体間や行政とのネットワークを継続強化していく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 子育て支援団体ネットワーク会議開催回数（回） 2 2 2 2 2
指標
成果 子育て支援ネットワーク会議参加団体数（団体） 12 11 11 12 12
指標

 安城市　経費の2/3　10～29人　30,000円　　　刈谷市　10人以上　発足から5年以内　　5万円
他市との 　　　　　　　　　　　～49人　48,000円　　　　　　　　　　　　　　　　6年目以降　4万円
比較検証 　　　　　　　　　　　～69人　72,000円　

　　　　　　　　　　　70人～　96,000円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決

Ｄ

算） （予算） 事業費内

　

訳

事業費　① 430 3

　

90 400 500 合計

　

400,000 円
負

Ｏ

担金、補助及び

財
　
源

　

特定財源 0 0 0 0 交付

　

金 400,000 円

∧

一般財源 430 390

　

400 500

職員人件

　

費　② 1,407 1,

実

706 1,697 1,

　

548

総事業費（①＋

　

②） 1,837 2,0

施

96 2,097 2,0

　

48

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ３

∨

０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 地域に

３

おける子育て支援

目
　

０

　
　
的

　地域等を拠点

年

とした子育て支援団体

度

の活動

主
た
る
内
容

○子

評

育て支援団体ネットワ

価

ーク会議の開催
を支援

）

することにより、親同

刈

士、子ども同士 ○地域

谷

子育支援団体に補助金

市

を交付
の交流の拡大、

事

身近な子育ての相談相

務

手の確 　＜補助額＞
保

事

を図る。 　　発足から

業

5年以内　　5万円
　

評

　　　　　6年目以降

価

　4万円

位
置
づ
け

関連

シ

計画 刈谷市子ども・子

ー

育て支援事業計画

根拠

ト

法令 刈谷市地域組織活

（

動育成事業補助金交付

様

事務取扱基準

対象者 地

式

域を拠点とした子育て

１

支援組織 事業期間 平成

）

２２年度 ～

実施方法 ■

会

直営　□委託　□指定

計

管理　■補助・助成　

名

□その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２８年度実

一

績 ２９年度実績 ３０年

般

度実績 ３１年度計画

・

会

子育て支援団体ネット

計

ワー ・子育て支援団体

地

ネットワー ・子育て支

域

援団体ネットワー ・子

組

育て支援団体ネットワ

織

ー
　ク会議の開催 　ク

活

会議の開催 　ク会議の

動

開催 　ク会議の開催
・

育

地域を拠点とした子育

成

て支 ・地域を拠点とし

事

た子育て支 ・地域を拠

業

点とした子育て支 ・地

担

域を拠点とした子育て

当

支
　援組織の活動に補

課

助金の交 　援組織の活

子

動に補助金の交 　援組

育

織の活動に補助金の交

て

　援組織の活動に補助

推

金の交
　付補助額　 　

進

付補助額　 　付補助額

課

　 　付補助額　
　発足

款

から5年以内　　5万

項

円 　発足から5年以内

目

　　5万円 　発足から

担

5年以内　　5万円 　

当

発足から5年以内　　

係

5万円
　　　　　6年

児

目以降　4万円 　　　

童

　　6年目以降　4万

福

円 　　　　　6年目以



児

度 ３０年度 ３１年度 ３

童

０年度

（決算） （決算

福

） （決算） （予算） 事

祉

業費内訳

事業費　① 0

係

1,296 1,944

3

0 合計 1,944,0

2

00 円
委託料 1,9

2

44,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 1,296 1,944 0

職員人件費　② 0 853 849 0

総事業費（①＋②） 0 2,149 2,793 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

地域における子育て支

０

援

目
　
　
　
的

　子育て

年

世帯に、スマートフォ

度

ン専用アプリ

主
た
る
内

評

容

〇アプリ及びウェブ

価

サイトの保守管理
及び

）

ウェブサイトにより子

刈

育て支援事業や施
設情

谷

報等の発信を行うこと

市

で、子育て世帯が
子育

事

てに必要な情報を入手

務

しやすくなること
を目

事

指す。

位
置
づ
け

関連計

業

画 刈谷市子ども・子育

評

て支援事業計画

根拠法

価

令 児童福祉法

対象者 事

シ

業期間 ～ 平成３０年度

ー

実施方法 ■直営　□委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２８年度実績 ２９年度

次

実績 ３０年度実績 ３１

世

年度計画

　 ・プッシュ

代

通知による子育て ・プ

育

ッシュ通知による子育

成

て 　
　 支援情報の案内

部

　４６件 支援情報の案

一

内　９５件 　
　 　 　
　

般

　
　　　――――――

会

― 　　　――――――

計

―

プッシュ通知により

か

、イベントをはじめと

り

する子育て支援情報を

や

効果的に発信すること

子

ができた。

成果

利用者

育

登録拡大に向けた効果

て

的な広報

課題

指標名称

ア

（単位）
実績値 目標値

プ

２８年度 ２９年度 ３０

リ

年度 ３１年度 ３年度

活

管

動 プッシュ通知実施件

理

数（件） 46 95 ― ―

事

指標
成果 アプリ利用者

業

登録件数（名） 1,5

担

50 2,041 ― ―
指

当

標
県内でも実施してい

課

る自治体は少ないため

子

、比較は難しい。
他市

育

との
比較検証

て推進課

款 項 目 担

Ｃ
　
事

当

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

係

：千円
２８年度 ２９年



児

必要である。

課題

指標

童

名称（単位）
実績値 目

福

標値

２８年度 ２９年度

祉

３０年度 ３１年度 ３年

係

度

活動 要保護者対策地

3

域協議会開催回数（回

1

） 1 1 1 1 1
指標
活動

1

実務者会議開催回数（回） 12 12 12 12 12
指標

県内全市町村において、要保護児童対策地域協議会又は児童虐待防止ネットワークを設置している。
他市との 当市においては、要保護児童のみでなく、要支援児童、特定妊婦、虐待を受けている高齢者または障害者、
比較検証 配偶者からの暴力を受けた者等を支援する関係機関が連携した要保護者対策地域協議会を設置している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 129 188 127 329 合計 126,860 円
報償費 102,860 円

財
　
源

特定財源 28 82 32 108 旅費 14,800 円
需用費 1,000 円

一般財源 101 106 95 221 使用料及び賃借料 8,200 円

職員人件費　② 3,204 3,102 3,472 5,805

総事業費（①＋②） 3,333 3,290 3,599 6,134

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金
地域子ども・子育て支援事業

２年度以降の事業費見込 0 費補助金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

子どもが健やかに育つ

０

環境づくり

目
　
　
　
的

年

　地域における要保護

度

児童、要支援児童、特

評

主
た
る
内
容

〇刈谷市要

価

保護者対策地域協議会

）

の運営
定妊婦、虐待を

刈

受けている高齢者また

谷

は障害 〇実務者会議、

市

ケース検討会議の開催

事

者、配偶者からの暴力

務

を受けた者等（要保護

事

〇関係職員の資質向上

業

を図るための研修会参

評

者）の早期発見及び適

価

切な保護、または支援

シ

　加
並びにその家族等

ー

関係者に対する適切な

ト

支援 〇要保護者に関す

（

る理解を深めるための

様

、福
を図る。 　祉関係

式

職員や地域住民等に対

１

する講演会の
　開催

位

）

置
づ
け

関連計画 刈谷市

会

子ども・子育て支援事

計

業計画

根拠法令 児童福

名

祉法　児童虐待の防止

担

等に関する法律

対象者

当

要保護者とその家族等

部

関係者 事業期間 平成１

次

７年度 ～

実施方法 ■直

世

営　□委託　□指定管

代

理　□補助・助成　□

育

その他

成部

一般会計
要保

Ｂ
　
事
　
業

護

　
実
　
績

２８年度実績

者

２９年度実績 ３０年度

対

実績 ３１年度計画

・要

策

保護者対策地域協議会

地

の ・要保護者対策地域

域

協議会の ・要保護者対

協

策地域協議会の ・要保

議

護者対策地域協議会の

会

　開催 　開催 　開催 　

事

開催
・実務者会議の開

業

催 ・実務者会議の開催

担

・実務者会議の開催 ・

当

実務者会議の開催
・ケ

課

ース検討会議の開催 ・

子

ケース検討会議の開催

育

・ケース検討会議の開

て

催 ・ケース検討会議の

推

開催

要保護者対策地域

進

協議会、実務者会議、

課

ケース検討会議等を開

款

催し、関係機関の連携

項

を図るとともに、要保

目

護児童等に対

成果
する

担

適切な支援を行った。

当

虐待が深刻化する前の

係

早期発見・早期対応が



3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,786,035 2,762,911 2,719,286 2,836,826 合計 2,719,286,250 円
賃金 2,698,440 円

財
　
源

特定財源 2,346,639 2,332,391 2,286,316 2,409,600 旅費 2,500 円
需用費 693,792 円

一般財源 439,396 430,520 432,970 427,226 役務費 6,890,934 円
委託料 248,178 円

職員人件費　② 3,595 5,971 8,950 6,037 使用料及び賃借料 247,406 円
扶助費 2,708,505,000 円

総事業費（①＋②） 2,789,630 2,768,882 2,728,236 2,842,863

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 児童手当交付金（国）
児童手当負担金（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 子どもが健

３

やかに育つ環境づくり

０

目
　
　
　
的

　家庭等に

年

おける生活の安定に寄

度

与するとと

主
た
る
内
容

評

　中学校修了前の児童

価

を対象として、下記の

）

もに、次代の社会を担

刈

う児童の健やかな成長

谷

月額で児童手当・特例

市

給付を支給する。
に資

事

する。 　0歳～3歳未

務

満（一律）　　　　 

事

15,000円
　3歳

業

～小学校修了前（第1

評

・2子）10,000

価

円
　　　　　〃　　　

シ

 （第3子～） 15

ー

,000円
　中学生（

ト

一律）　　　　　　　

（

 10,000円
　所

様

得制限世帯（特例給付

式

・一律）5,000円

１

　支給月　2月、6月

）

、10月

位
置
づ
け

関連

会

計画 刈谷市子ども・子

計

育て支援事業計画

根拠

名

法令 児童手当法

対象者

担

中学校修了前の児童を

当

養育している者 事業期

部

間 昭和４９年度 ～

実施

次

方法 ■直営　□委託　

世

□指定管理　□補助・

代

助成　□その他

育成部

一般会計
児

Ｂ

童

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

手

年度実績 ２９年度実績

当

３０年度実績 ３１年度

支

計画

児童手当(新法)

給

の支給 児童手当(新法

事

)の支給 児童手当(新

業

法)の支給 児童手当(

担

新法)の支給

　児童手

当

当の支給・管理を制度

課

に従い適正に行った。

子

成果

　児童手当法の時

育

効の観点より、平成2

て

4年4月からの新法の

推

児童手当については、

進

手続未完了者への支払

課

事務及び過払金

の返還

款

等に関する事務を引き

項

続き行う必要がある。

目

課題

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

２８年度

当

２９年度 ３０年度 ３１

係

年度 ３年度

活動 児童手

児

当受給者数（人）（6

童

月期払い） 12,87

福

5 12,783 12,

祉

637 ― ―
指標

 
指標

係

 
他市との
比較検証



3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

2

ト

単位：千円
２８年度

1

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 50,011 49,373 50,287 50,276 合計 50,287,200 円
扶助費 50,287,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 50,011 49,373 50,287 50,276

職員人件費　② 2,345 2,792 2,546 3,096

総事業費（①＋②） 52,356 52,165 52,833 53,372

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 子どもが健

３

やかに育つ環境づくり

０

目
　
　
　
的

　遺児の健

年

全な育成と福祉の増進

度

を図る。

主
た
る
内
容

　

評

母子家庭の母又は父子

価

家庭の父（父又は母
が

）

一定以上の障害の状態

刈

にあるものを含む）
に

谷

対し遺児手当を支給す

市

る。
　支給額　　月額

事

2,400円
　　　　

務

　　所得制限無し
　支

事

給月　　3月（10～

業

3月分）
　　　　　　

評

9月（ 4～9月分）

価

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

シ

市子ども・子育て支援

ー

事業計画

根拠法令 刈谷

ト

市遺児手当支給条例

対

（

象者 母子家庭の母又は

様

父子家庭の父 事業期間

式

昭和４６年度 ～

実施方

１

法 ■直営　□委託　□

）

指定管理　□補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　

育

事
　
業
　
実
　
績

２８年

成

度実績 ２９年度実績 ３

部

０年度実績 ３１年度計

一

画

遺児手当の支給 遺児

般

手当の支給 遺児手当の

会

支給 遺児手当の支給

　

計

遺児手当を支給するこ

遺

とにより、福祉の増進

児

を図ることができた。

手

成果

　愛知県遺児手当

当

は5年間限定の制度で

支

あり、また平成２５年

給

度から手当の減額、年

事

金受給者への支給廃止

業

等を行った。

市単独の

担

手当は、月額2,40

当

0円の妥当性、所得制

課

限を設けるべきか等を

子

検討する必要がある。

育

課題

指標名称（単位）

て

実績値 目標値

２８年度

推

２９年度 ３０年度 ３１

進

年度 ３年度

活動 遺児手

課

当受給者数（人） 1,

款

162 1,185 1,

項

169 ― ―
指標

 
指標

目

 
他市との
比較検証

担当係 児童福祉係



祉

→10,040円 2人

係

目　10,040円→

3

10,140円
（平成

2

28年8月1日改正）

1

（平成29年4月1日改正） （平成30年4月1日改正） （平成31年4月1日改正）
3人目以降 3人目以降 3人目以降 3人目以降
1人　3,000円→6,000円 1人　6,000円→5,990円 1人　5,990円→6,020円 1人　6,020円→6,080円
（平成28年8月1日改正） （平成29年4月1日改正） （平成30年4月1日改正） （平成31年4月1日改正）

　母子家庭及び父子家庭等に児童扶養手当を支給することにより、児童の福祉の増進を図ることができた。

成果

　受給者数は減少しているが、更新手続きを行わない受給者、時効により受給資格を失う者が毎年いる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 児童扶養手当受給者数（人） 677 668 651 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 325,123 319,356 314,145 420,121 合計 314,144,660 円
役務費 246,000 円

財
　
源

特定財源 107,997 106,249 104,633 139,948

Ｄ

扶助費 313,898

　

,660 円

一般財源

　

217,126 213

　

,107 209,51

Ｏ

2 280,173

職員

　

人件費　② 2,970

　

3,412 2,778

∧

4,180

総事業費（

　

①＋②） 328,09

　

3 322,768 31

実

6,923 424,3

　

01

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ３

施

０年度特定財源名称

３

　

０年度までの累積事業

　

費 0 児童扶養手当負担

∨

金

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

３

が健やかに育つ環境づ

０

くり

目
　
　
　
的

　父又

年

は母と生計を同じくし

度

ていない児童が

主
た
る

評

内
容

　母子家庭の母又

価

は父子家庭の父（父又

）

は母
育成される家庭の

刈

生活の安定と自立の促

谷

進に が重度の障害の状

市

態にあるものを含む）

事

に対
寄与するため、当

務

該児童について、児童

事

扶養 し児童扶養手当を

業

支給する。
手当を支給

評

し、もって児童の福祉

価

の増進を図 　支給額（

シ

月　額）
る。 　　　　

ー

　1人目　　　　　4

ト

2,500円
　　　　

（

　2人目　　　　　1

様

0,040円
　　　　

式

　3人目以降1人　　

１

6,020円
　　　　

）

　所得制限　有
　支給

会

月　4月、8月、12

計

月

位
置
づ
け

関連計画 刈

名

谷市子ども・子育て支

担

援事業計画

根拠法令 児

当

童扶養手当法

対象者 母

部

子家庭の母又は父子家

次

庭の父 事業期間 昭和３

世

７年度 ～

実施方法 ■直

代

営　□委託　□指定管

育

理　□補助・助成　□

成

その他

部

一般会計
児童扶

Ｂ
　
事
　
業

養

　
実
　
績

２８年度実績

手

２９年度実績 ３０年度

当

実績 ３１年度計画

児童

支

扶養手当の支給 児童扶

給

養手当の支給 児童扶養

事

手当の支給 児童扶養手

業

当の支給
支給額 支給額

担

支給額 支給額
1人目　

当

42,000円→42

課

,330円 1人目　4

子

2,330円→42,

育

290円 1人目　42

て

,290円→42,5

推

00円 1人目　42,

進

500円→42,91

課

0円
（平成28年4月

款

1日改正） （平成29

項

年4月1日改正） （平

目

成30年4月1日改正

担

） （平成31年4月1

当

日改正）
2人目　5,

係

000円→10,00

児

0円 2人目　10,0

童

00円→9,990円

福

2人目　9,900円



2

位）
実績値 目標値

２８

1

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 相談指導件数（件） 501 675 635 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,141 2,078 2,192 2,303 合計 2,191,694 円
賃金 2,171,834 円

財
　
源

特定財源 0 0 1 0 旅費 18,360 円
需用費 500 円

一般財源 2,141 2,078 2,191 2,303 負担金、補助及び
交付金 1,000 円

職員人件費　② 1,172 1,784 1,775 1,780

総事業費（①＋②） 3,313 3,862 3,967 4,083

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 母子寡婦福祉資金事務交付金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 次世代育成・

平

子育て支援
施策体系

施

成

策の内容 子どもが健や

３

かに育つ環境づくり

目

０

　
　
　
的

　母子家庭、

年

寡婦及び父子家庭の生

度

活の安定

主
た
る
内
容

　

評

母子等自立支援員を配

価

置し、母子家庭、寡
と

）

向上のために必要な措

刈

置を講じ、もって母 婦

谷

及び父子家庭に対し、

市

相談、指導、就業能
子

事

家庭、寡婦及び父子家

務

庭の福祉の増進を図 力

事

の向上及び求職活動に

業

関する支援を行う。
る

評

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

価

谷市子ども・子育て支

シ

援事業計画

根拠法令 母

ー

子及び寡婦福祉法　母

ト

子家庭の母の就業の支

（

援に関する特別措置法

様

対象者 母子家庭、寡婦

式

及び父子家庭 事業期間

１

平成１５年度 ～

実施方

）

法 ■直営　□委託　□

会

指定管理　□補助・助

計

成　□その他

名 担当部 次世代育

Ｂ
　

成

事
　
業
　
実
　
績

２８年

部

度実績 ２９年度実績 ３

一

０年度実績 ３１年度計

般

画

母子等自立支援員を

会

配置し、 母子等自立支

計

援員を配置し、 母子等

母

自立支援員を配置し、

子

母子等自立支援員を配

等

置し、
相談、指導、就

相

業能力の向上 相談、指

談

導、就業能力の向上 相

事

談、指導、就業能力の

業

向上 相談、指導、就業

担

能力の向上
及び求職活

当

動に関する支援の 及び

課

求職活動に関する支援

子

の 及び求職活動に関す

育

る支援の 及び求職活動

て

に関する支援の
実施 実

推

施 実施 実施

　生活一般

進

、児童、生活援護等の

課

相談を受け、適切な支

款

援を行った。

成果

　相

項

談を受けた時点では、

目

一定の成果がでている

担

感触があるものの、そ

当

の後の自立等に関して

係

は追跡がしにくく、支

児

援の

成果を把握しにく

童

い状況にある。また、

福

父子家庭の相談も受け

祉

ているものの、件数が

係

少なく周知が必要であ

3

る。
課題

指標名称（単



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,481 8,168 5,571 18,486 合計 5,571,146 円
扶助費 5,571,146 円

財
　
源

特定財源 5,155 6,012 3,963 13,864

一般財源 2,326 2,156 1,608 4,622

職員人件費　② 2,423 2,714 2,700 2,709

総事業費（①＋②） 9,904 10,882 8,271 21,195

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 児童入所施設措置費等国庫負
担金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 次世代育成・子

平

育て支援
施策体系

施策

成

の内容 子どもが健やか

３

に育つ環境づくり

目
　

０

　
　
的

　配偶者のない

年

女性とその者の監護す

度

べき児

主
た
る
内
容

　配

評

偶者のない女性とその

価

者の監護すべき児
童の

）

福祉に欠けるところが

刈

ある場合、施設に 童が

谷

入所した母子生活支援

市

施設に対し、母子
入所

事

させて保護するととも

務

に、自立の促進の 生活

事

支援施設措置費を給付

業

する。
ためにその生活

評

を支援する。

位
置
づ
け

価

関連計画 刈谷市子ども

シ

・子育て支援事業計画

ー

根拠法令 児童福祉法　

ト

刈谷市児童福祉法施行

（

細則

対象者 住居のない

様

女性とその児童 事業期

式

間 ～

実施方法 ■直営　

１

□委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実

育

　
績

２８年度実績 ２９

成

年度実績 ３０年度実績

部

３１年度計画

・女性相

一

談の実施 ・女性相談の

般

実施 ・女性相談の実施

会

・女性相談の実施
・母

計

子生活支援施設の措置

施

の ・母子生活支援施設

設

の措置の ・母子生活支

措

援施設の措置の ・母子

置

生活支援施設の措置の

事

　実施 　実施 　実施 　

業

実施

　母子生活支援施

担

設に措置入所した母子

当

に対し、自立支援を行

課

い退所に繋げることが

子

できた。

成果

　相談体

育

制を充実させスピード

て

をもって一時保護や施

推

設入所につなげていく

進

よう業務を遂行するこ

課

とが必要である。

課題

款

指標名称（単位）
実績

項

値 目標値

２８年度 ２９

目

年度 ３０年度 ３１年度

担

３年度

活動 措置入所世

当

帯数（世帯） 2 1 1 ―

係

―
指標

 
指標

 
他市と

児

の
比較検証

童福祉係

3 2



児

3 3 3 ― ―
指標
活動 家

童

庭生活支援員派遣回数

福

（回） 64 165 11

祉

4 ― ―
指標

 
他市との

係

比較検証

3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 188 382 284 473 合計 283,600 円
委託料 283,600 円

財
　
源

特定財源 138 294 213 355

一般財源 50 88 71 118

職員人件費　② 547 853 849 851

総事業費（①＋②） 735 1,235 1,133 1,324

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 母子家庭等日常生活支援事業
費補助金

２年度以降の事業費見込 0 母子家庭等日常生活支援利用
負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

子どもが健やかに育つ

０

環境づくり

目
　
　
　
的

年

　母子家庭の母、父子

度

家庭の父及び寡婦が、

評

主
た
る
内
容

○派　遣　

価

1日につき4時間以内

）

自立促進に必要な事由

刈

、社会的な事由又は生

谷

　　　　　1月につき

市

10日以内
活環境等の

事

変化により、一時的に

務

日常生活を ○負　担（

事

１時間）
営むのに支障

業

が生じている場合に、

評

家庭生活 　生活保護世

価

帯・市民税非課税世帯

シ

　0円
支援員を派遣し

ー

、母子家庭の母、父子

ト

家庭の 　児童扶養手当

（

受給水準の世帯　　1

様

50円
父及び寡婦の生

式

活の安定を図る。 　上

１

記以外の世帯　　　　

）

　　　　300円
○委

会

託先　刈谷市社会福祉

計

協議会

位
置
づ
け

関連計

名

画 刈谷市子ども・子育

担

て支援事業計画

根拠法

当

令 母子及び寡婦福祉法

部

　刈谷市母子家庭等日

次

常生活支援事業実施要

世

綱

対象者 母子家庭、父

代

子家庭、寡婦家庭 事業

育

期間 平成１６年度 ～

実

成

施方法 □直営　■委託

部

　□指定管理　□補助

一

・助成　□その他

般会計
母子家庭等日

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

常

８年度実績 ２９年度実

生

績 ３０年度実績 ３１年

活

度計画

家庭生活支援員

支

の派遣 家庭生活支援員

援

の派遣 家庭生活支援員

事

の派遣 家庭生活支援員

業

の派遣

　派遣依頼者の

担

ニーズに合わせ、支援

当

員を派遣することがで

課

きた。

成果

　平成16

子

年度から実施している

育

が、利用率は低い事業

て

である。利用率を上げ

推

ることを目標にする事

進

業ではないが、潜在的

課

な利用希望者への周知

款

等必要である。
課題

指

項

標名称（単位）
実績値

目

目標値

２８年度 ２９年

担

度 ３０年度 ３１年度 ３

当

年度

活動 家庭生活支援

係

員派遣家庭件数（件）



福

（人） 1 0 2 ― ―
指標

祉

 
他市との
比較検証

係

3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,175 52 2,300 7,841 合計 2,300,000 円
扶助費 2,300,000 円

財
　
源

特定財源 881 38 1,725 5,880

一般財源 294 14 575 1,961

職員人件費　② 547 543 540 542

総事業費（①＋②） 1,722 595 2,840 8,383

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 母子家庭自立支援給付事業費
補助金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

平

代育成・子育て支援
施

成

策体系
施策の内容 子ど

３

もが健やかに育つ環境

０

づくり

目
　
　
　
的

　母

年

子家庭の母又は父子家

度

庭の父の主体的な

主
た

評

る
内
容

○自立支援教育

価

訓練給付金
能力開発の

）

取り組みを支援をする

刈

ことによっ 　講　座　

谷

国が指定した講座
て、

市

母子家庭及び父子家庭

事

の雇用の安定、自 　給

務

付額　60％（12,

事

000円～200,0

業

00円）
立促進を図る

評

。 ○高等職業訓練促進

価

給付金  
　資　格　

シ

看護師、介護福祉士、

ー

保育士等
　給付額　1

ト

00,000円／月　

（

70,500円／月

位

様

置
づ
け

関連計画 刈谷市

式

子ども・子育て支援事

１

業計画

根拠法令 母子及

）

び寡婦福祉法

対象者 母

会

子家庭の母（児童扶養

計

手当全部停止除く 事業

名

期間 平成１６年度 ～

実

担

施方法 ■直営　□委託

当

　□指定管理　□補助

部

・助成　□その他

次世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

８年度実績 ２９年度実

母

績 ３０年度実績 ３１年

子

度計画

自立支援教育訓

家

練給付金及び 自立支援

庭

教育訓練給付金及び 自

等

立支援教育訓練給付金

自

及び 自立支援教育訓練

立

給付金及び
高等職業訓

支

練促進給付金の支 高等

援

職業訓練促進給付金の

事

支 高等職業訓練促進給

業

付金の支 高等職業訓練

担

促進給付金の支
給 給 給

当

給

　高等職業訓練促進

課

給付金等支給すること

子

により、母子家庭の母

育

の自立促進を図った。

て

成果

　高等職業訓練が

推

その後の就職等に結び

進

つくとは限らず、修了

課

後の支援も必要である

款

。

課題

指標名称（単位

項

）
実績値 目標値

２８年

目

度 ２９年度 ３０年度 ３

担

１年度 ３年度

活動 自立

当

支援教育訓練給付金受

係

給者数（人） 0 1 0 ―

児

―
指標
活動 高等職業訓

童

練促進給付金受給者数



係

（決算） （決算） （決

3

算） （予算） 事業費内

2

訳

事業費　① 0 127

2

120 260 合計 120,400 円
扶助費 120,400 円

財
　
源

特定財源 0 105 76 158

一般財源 0 22 44 102

職員人件費　② 156 155 154 774

総事業費（①＋②） 156 282 274 1,034

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 次世代育

平

成・子育て支援
施策体

成

系
施策の内容 子どもが

３

健やかに育つ環境づく

０

り

目
　
　
　
的

　保護者

年

の傷病等により家庭に

度

おける養育が

主
た
る
内

評

容

　近隣市の児童養護

価

施設及び乳児院、また

）

は
一時的に困難となっ

刈

た児童を児童福祉施設

谷

等 養育者への委託によ

市

り、ショートステイを

事

実
において一定期間養

務

育することにより、児

事

童 施する。
の福祉の増

業

進を図る。 　　

位
置
づ

評

け

関連計画 刈谷市子ど

価

も・子育て支援事業計

シ

画

根拠法令 子育て短期

ー

支援事業実施要綱

対象

ト

者 市内在住の18歳未

（

満の児童 事業期間 平成

様

１４年度 ～

実施方法 □

式

直営　■委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　

代

業
　
実
　
績

２８年度実

育

績 ２９年度実績 ３０年

成

度実績 ３１年度計画

・

部

実施施設と委託契約 ・

一

実施施設と委託契約 ・

般

実施施設と委託契約 ・

会

実施施設と委託契約
・

計

ショートステイ事業の

子

実施 ・ショートステイ

育

事業の実施 ・ショート

て

ステイ事業の実施 ・シ

短

ョートステイ事業の実

期

施

　8施設と契約を結

支

び、利用者が幅広く利

援

用できるよう環境を整

事

備した。

成果

　緊急時

業

に対応できるように、

担

幅広い環境整備が必要

当

である。

課題

指標名称

課

（単位）
実績値 目標値

子

２８年度 ２９年度 ３０

育

年度 ３１年度 ３年度

活

て

動 利用件数 0 1 5 ― ―

推

指標

指標
 

他市との
比

進

較検証

課

款 項 目 担当係 児

Ｃ
　
事
　
業
　

童

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

福

２８年度 ２９年度 ３０

祉

年度 ３１年度 ３０年度



目 担

Ｃ

当

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
２８年度 ２

児

９年度 ３０年度 ３１年

童

度 ３０年度

（決算） （

福

決算） （決算） （予算

祉

） 事業費内訳

事業費　

係

① 8,572 9,58

3

2 9,582 9,67

2

2 合計 9,581,6

1

73 円
委託料 6,499,137 円

財
　
源

特定財源 0 750 0 0 使用料及び賃借料
3,082,536 円

一般財源 8,572 8,832 9,582 9,672

職員人件費　② 1,250 1,784 1,389 2,090

総事業費（①＋②） 9,822 11,366 10,971 11,762

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

平

基本施策 次世代育成・

成

子育て支援
施策体系

施

３

策の内容 子どもが健や

０

かに育つ環境づくり

目

年

　
　
　
的

　子ども・子

度

育て支援関係の各課の

評

業務を一

主
た
る
内
容

　

価

子ども・子育て支援シ

）

ステムの機器等を借
元

刈

的に管理している子ど

谷

も・子育て支援シス り

市

上げるとともに、シス

事

テムの保守管理を委
テ

務

ムの安定的な運用を図

事

る。 託する。
＜主なシ

業

ステム業務＞
①児童手

評

当
②児童扶養手当
③愛

価

知県遺児手当
④刈谷市

シ

遺児手当
⑤放課後児童

ー

クラブ
⑥保育園業務
⑦

ト

幼稚園業務

位
置
づ
け

関

（

連計画 刈谷市子ども・

様

子育て支援事業計画

根

式

拠法令 子ども・子育て

１

支援法

対象者 事業期間

）

平成２７年度 ～

実施方

会

法 □直営　■委託　□

計

指定管理　□補助・助

名

成　□その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２８年

一

度実績 ２９年度実績 ３

般

０年度実績 ３１年度計

会

画

子ども・子育て支援

計

システム 子ども・子育

子

て支援システム 子ども

ど

・子育て支援システム

も

子ども・子育て支援シ

・

ステム
の保守管理を行

子

い、安定した の保守管

育

理を行い、安定した の

て

保守管理を行い、安定

支

した の保守管理を行い

援

、安定した
市民サービ

シ

スの提供を行った｡市

ス

民サービスの提供を行

テ

った｡市民サービスの

ム

提供を行った 市民サー

管

ビスの提供を行う。
。

理

　子ども・子育て支援

事

システムの運用管理を

業

適切に実施できた。

成

担

果

課題

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

２８年

課

度 ２９年度 ３０年度 ３

子

１年度 ３年度

指標

指標

育

他市との
比較検証

て推進課

款 項



目 担当係 児童福

Ｃ

祉

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
２８年度 ２

3

９年度 ３０年度 ３１年

2

度 ３０年度

（決算） （

1

決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,098 7,209 6,151 30,678 合計 6,150,600 円
委託料 6,150,600 円

財
　
源

特定財源 2,070 0 0 0

一般財源 13,028 7,209 6,151 30,678

職員人件費　② 625 931 926 1,316

総事業費（①＋②） 15,723 8,140 7,077 31,994

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

平

基本施策 次世代育成・

成

子育て支援
施策体系

施

３

策の内容 子どもが健や

０

かに育つ環境づくり

目

年

　
　
　
的

　子ども・子

度

育て支援関係の業務を

評

一元的に

主
た
る
内
容

　

価

社会保障・税番号制度

）

に対応した子ども・
管

刈

理している子ども・子

谷

育て支援システムに 子

市

育て支援システムの改

事

修を行う。
おいて、制

務

度改正に対応した改修

事

を行い、市
民サービス

業

の向上を図る。

位
置
づ

評

け

関連計画 刈谷市子ど

価

も・子育て支援事業計

シ

画

根拠法令 子ども・子

ー

育て支援法、行政手続

ト

における特定の個人を

（

識別するための番号の

様

利用等に関する法律

対

式

象者 事業期間 平成２８

１

年度 ～

実施方法 □直営

）

　■委託　□指定管理

会

　□補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　

成

実
　
績

２８年度実績 ２

部

９年度実績 ３０年度実

一

績 ３１年度計画

マイナ

般

ンバー開始による業務

会

マイナンバー開始によ

計

る業務 番号制度、幼児

子

教育の段階的 番号制度

ど

、幼児教育の無償化
連

も

携等制度改正に対応す

・

るた 連携等制度改正に

子

対応するた 無償化、元

育

号改正に対応する 、児

て

童扶養手当、愛知県遺

支

児
め、システム改修を

援

行った。 め、システム

シ

改修を行った。 ため、

ス

システム改修を行った

テ

手当制度改正等に対応

ム

するた
。 め、システム

改

改修を行う。

　社会保

修

障・税番号制度に対応

事

したシステムが構築で

業

きた。

成果

課題

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２８年度 ２９年度 ３

課

０年度 ３１年度 ３年度

子

活動 幼児教育無償化等

育

に伴う改修進捗率（％

て

） ― ― 50.0 50.

推

0
指標
活動 元号改正に

進

伴う改修進捗率（％）

課

― ― 100.0 ―
指標

款

他市との
比較検証

項



童

に130円×超えた人

育

数を加00円に130

成

円×超えた人数を加
算

係

した額）を補助するこ

3

とに 算した額）を補助

2

することに 算した額）

2

を補助することに 算した額）を補助することに
より、子どもたちの健全な育 より、子どもたちの健全な育 より、子どもたちの健全な育 より、子どもたちの健全な育
成の機会として多くの子ども 成の機会として多くの子ども 成の機会として多くの子ども 成の機会として多くの子ども
会行事の開催を支援した。 会行事の開催を支援した。 会行事の開催を支援した。 会行事の開催を支援する。

　市内の単位子ども会に活動費補助金を交付し、地域の子どもの健全育成を支援することができた。

成果

　子ども会会員数の減少及び単位子ども会の休会がみられるため、会員数の維持、増加を図る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 単位子ども会数（団体） 102 99 78 78 78
指標

指標
安城市：115団体、6,720人　碧南市：25団体、3,195人 知立市：28団体、1,782人 高浜市：10団体、307人 

他市との 岡崎市：319団体、17,080人　西尾市：299団体、13,919人　みよし市：19団体、3,130人　　　　
比較検証 （平成30年4月1日現在）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度

Ｄ

３１年度 ３０年度

（決

　

算） （決算） （決算）

　

（予算） 事業費内訳

事

　

業費　① 2,858 2

Ｏ

,770 1,385 2

　

,240 合計 1,38

　

4,910 円
報償費

∧

9,000 円

財
　
源

　

特定財源 0 0 0 0 旅費

　

1,700 円
使用料

実

及び賃借料 269,3

　

40 円

一般財源 2,

　

858 2,770 1,

施

385 2,240 負担

　

金、補助及び
交付金 1

　

,104,870 円

∨

職員人件費　② 4,494 3,296 1,736 1,780

総事業費（①＋②） 7,352 6,066 3,121 4,020

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 次

平

世代育成・子育て支援

成

施策体系
施策の内容 子

３

どもの居場所づくり

目

０

　
　
　
的

　刈谷市子ど

年

も会が活発に活動でき

度

るよう、

主
た
る
内
容

　

評

刈谷市子ども会育成連

価

絡協議会の育成及び
刈

）

谷市子ども会育成連絡

刈

協議会の運営及び事 事

谷

務補助を行うとともに

市

市内の単位子ども会
務

事

を支援し、会の育成を

務

図る。 の活動を補助す

事

る。
　また、刈谷市子

業

ども会育成連絡協議会

評

に所 ○春季・秋季フラ

価

ワーコンクール
属する

シ

地域の子ども会を補助

ー

することで、よ ○年少

ト

リーダー講習会
り活発

（

な活動を促進するとと

様

もに、児童の健 ○球技

式

大会（ドッジボール）

１

全を図る。 ○すもう大

）

会
○おたのしみ会
○子

会

ども会大会
○会報発行

計

○ジュニアリーダーク

名

ラブの育成等

位
置
づ
け

担

関連計画 刈谷市子ども

当

・子育て支援事業計画

部

根拠法令 児童福祉法

対

次

象者 子ども会 事業期間

世

昭和３６年度 ～

実施方

代

法 ■直営　□委託　□

育

指定管理　■補助・助

成

成　□その他

部

一般会計
子ども

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２８年

活

度実績 ２９年度実績 ３

動

０年度実績 ３１年度計

育

画

　子ども会活動費（

成

単位子ど 　子ども会活

支

動費（単位子ど 　子ど

援

も会活動費（単位子ど

事

　子ども会活動費（単

業

位子ど
も会あたり13

担

,500円、会員数5

当

も会あたり13,50

課

0円、会員数5も会あ

子

たり13,500円、

育

会員数5も会あたり1

て

3,500円、会員数

推

5
0人を超える子ども

進

会には13,50人を

課

超える子ども会には1

款

3,50人を超える子

項

ども会には13,50

目

人を超える子ども会に

担

は13,5
00円に1

当

30円×超えた人数を

係

加00円に130円×

児

超えた人数を加00円



児

業者数 1 1 2 3
指標
成

童

果 子育てガイドブック

福

配布数 5,000 5,

祉

000 5,000 6,

係

000
指標

他市との
比

3

較検証

2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 648 648 3,520 合計 648,000 円
需用費 648,000 円

財
　
源

特定財源 0 648 648 3,520

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 3,102 3,086 3,096

総事業費（①＋②） 0 3,750 3,734 6,616

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 広告料収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

子どもの居場所づくり

０

目
　
　
　
的

　子育て世

年

帯が子育てに必要な情

度

報を入手し

主
た
る
内
容

評

　外部委託によりフル

価

カラーとなり冊子とし

）

、子育て支援サービス

刈

を利用しやすくなるよ

谷

ての利便性が向上する

市

。また、広告収入によ

事

う､子育てガイドブッ

務

クを見直し、内容の充

事

実 り費用負担を抑制す

業

る。
を図る。 　発行部

評

数：5,000部

位
置

価

づ
け

関連計画

根拠法令

シ

対象者 事業期間 ～

実施

ー

方法 □直営　■委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

部

年度実績 ２９年度実績

次

３０年度実績 ３１年度

世

計画

　 庁内、白黒印刷

代

から外部委託､外部委

育

託、フルカラー印刷、

成

外部委託、フルカラー

部

印刷、
　 フルカラー印

一

刷へ変更した。 広告掲

般

載による方法で子育て

会

広告掲載による方法で

計

子育て
　 その際に、広

子

告を掲載するこ ガイド

育

ブックを作成した。 ガ

て

イドブックを作成する

ガ

。
　 とで市の財政負担

イ

は実質０と
　　　――

ド

――――― した。

　フ

ブ

ルカラー印刷により子

ッ

育て支援に関する情報

ク

を見やすく掲載し、情

作

報発信を効果的に行う

成

ことができた。

成果
　

事

また、市内のお出かけ

業

スポットや、父向け・

担

祖父母向けの記事等を

当

新たに掲載し、内容を

課

充実させることができ

子

た。

　子育て世帯に必

育

要な情報を発信できる

て

よう今後も内容の検討

推

、充実を図る。

　また

進

、公募により参加事業

課

者を確保し、さらなる

款

利便性の向上を図って

項

いく必要がある。
課題

目

指標名称（単位）
実績

担

値 目標値

２８年度 ２９

当

年度 ３０年度 ３１年度

係

３年度

活動 公募参加事



童

他市との
比較検証

福祉係

3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 32 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 32

職員人件費　② 78 155 154 155

総事業費（①＋②） 78 155 154 187

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

平

災
施策体系

施策の内容

成

災害に強いまちづくり

３

目
　
　
　
的

　地震発生

０

時における家具の転倒

年

による事故

主
た
る
内
容

度

　母子世帯（義務教育

評

就学中又は就学以前の

価

の防止を図り、母子世

）

帯が安心して生活でき

刈

児童を有するもの）を

谷

災害時要保護世帯とし

市

る環境を整備し、災害

事

発生時の母子世帯の安

務

て、家具転倒防止金具

事

取付の援助を行う。
全

業

の確保と被害の軽減を

評

図る。 　委託先　シル

価

バー人材センター

位
置

シ

づ
け

関連計画 刈谷市子

ー

ども・子育て支援事業

ト

計画

根拠法令 愛知県緊

（

急市町村地震防災対策

様

事事業費補助金交付要

式

綱

対象者 中学生以下の

１

児童と母親のみの母子

）

世帯 事業期間 平成１８

会

年度 ～

実施方法 □直営

計

　■委託　□指定管理

名

　□補助・助成　□そ

担

の他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

２８年度実績 ２

般

９年度実績 ３０年度実

会

績 ３１年度計画

実績な

計

し 家具転倒防止金具取

家

付の援助 家具転倒防止

具

金具取付の援助 家具転

転

倒防止金具取付の援助

倒

及び事業のＰＲ 及び事

防

業のＰＲ 及び事業のＰ

止

Ｒ

　平成20年度以降

器

実績はなかったが、平

具

成24年度に1件申請

取

があった。

成果

　対象

付

が母子世帯（義務教育

事

就学中又は就学以前の

業

児童を有するもの）と

担

なっており、賃貸物件

当

に居住する対象家庭が

課

多

く、あまりニーズが

子

ないのが現状である。

育

他に、高齢者世帯、障

て

害者世帯を対象とした

推

事業展開が図られてお

進

り、それら
課題

の動向

課

と防災部署の意向を踏

款

まえ検討する。

指標名

項

称（単位）
実績値 目標

目

値

２８年度 ２９年度 ３

担

０年度 ３１年度 ３年度

当

活動 家具転倒防止金具

係

取付世帯数（世帯） 0

児

0 0 2 2
指標

 
指標

 


